様式１－１
応募書

令和　　年　　月　　日

大阪市福祉局長　様

（申請者）

所在地：
法人名：

代表者氏名：

	
	
	
	
	
	


大阪市入札参加資格承認番号：
後期高齢者向けのフレイルリスク改善のためのトレーニング事業業務委託の受託について、関係書類を添えて応募します。

	担当者氏名及び連絡先
	担当部署名



	
	担当者氏名



	
	電話番号



	
	Fax番号



	
	E-Mail



様式２
令和　　年　　月　　日

大阪市福祉局長　様

（申請者）

所在地：

法人名：

代表者氏名：

誓約書

誓約事項
当法人は、貴市における後期高齢者向けのフレイルリスク改善のためのトレーニング事業業務委託の応募にあたり、次の事項を誓約します。
(1) 所在地など、申請内容に変更が生じた場合、速やかに業務担当部局に報告します。

(2) 当法人は、地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しません。

(3) 当法人は、法人税、消費税及び地方消費税、市町村民税及び固定資産税を完納しています。

(4) 当法人は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていません。

(5) 当法人は、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていません。また、同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しません。
(6) 当法人は、トレーニングジムを有した室内運動施設を１年以上運営しており、当該施設においては、インストラクター、トレーナー等の指導員を配置し、スポーツ・体力向上、介護予防に資するトレーニング方法等を支援できる体制を整えています。
(7) 本応募において、虚偽の申請があった場合、又、応募書類を提出してから契約締結までの期間において、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けた場合は、選定対象外となることに同意します。

(8) この契約の履行期間中に、大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けた場合は、契約が解除されることに同意します。

(9) 業務委託決定後は、業務担当部局と十分に調整を図るとともに、誠意をもって必ずこれを履行します。
様式３
使 用 印 鑑 届

	
	
	


実　　印　　　　　　　　　　　　　使　用　印

※使用印は役職名又は氏名等が表示されたものに限ります。

契約の締結、変更及び解除その他契約事務一切に関し上記印鑑を使用します。
令和　　年　　月　　日

大阪市福祉局長　様
所在地
法人名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式４
	事業実施計画書

	
募集要項の内容を踏まえ、事業実施内容の計画について記載してください。　



	ア 事業実施予定場所について

	(ⅰ) 実施場所の住所
〒　　　－

所在地：




電話番号：（　　　）　　　－

施設名：
(ⅱ) 交通条件（該当するものに○をつけ、
ＪＲ　　　地下鉄　　　　（　　　　　　　　　　　駅から徒歩　　　分　）

バス　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　停留所から徒歩　　　分　）

その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(ⅲ) 実施場所の概要

・ トレーニングジムの有無（該当するものに○）　　　有　　・　　無
・ その他室内運動施設の有無（該当するものに○）　　　有　　・　　無
→有の場合、施設の内容（該当するものに〇）　　スタジオ　・　室内プール　・　その他施設（　　　　　　　　　　　）
・　利用時の留意点（例：入館に際し登録が必要、その他室内運動施設の同時利用の可否など）
　　　
(ⅳ) 実施場所の見取り図

　※別途任意様式でも可
　※①実施予定場所（施設）の所在地地図、②全体平面図、③写真（建物全景及び実施場所全体が確認できるもの）
を添付すること。


	イ　利用できる筋力トレーニングの内容

	※トレーニングマシンの種類など、本事業において対象者が利用できる筋力トレーニングの内容について記載してください。


	ウ　本事業における実施体制等

	（ⅰ）従事者
業務管理者　　　　　　 　　人
指導員　　　　　　　　 　　人

　　その他（事務職員など）　　　人

（ⅱ）実施体制
次の各項目のうち、該当する項目すべてに☑を入れてください。

□ 本事業の利用相談・予約、本人確認等に係る対応について円滑に行う体制を確保できる

（具体的な対応方法:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 事業の利用開始時には、高齢者が理解しやすいよう配慮したオリエンテーションを行うとともに、利用者の個別の身体状況等に応じた目標設定及びトレーニングメニューを助言する体制を確保できる

（具体的な対応方法:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 本事業利用者の利用時間中に実施場所に、常時、指導員を配置し、安全に利用できる体制を確保できる
（具体的な対応方法:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（配置人数　　　　　　人）


受付番号














